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当ガイド作成にあたっての背景

背景

• 「ビジネスと人権」に関する認識や取り組みは、
各施策の導入に伴い、一定の広がりを見せてい
る。

• しかし、各国法令や国内施策への対応や遵守と
いった、受け身なきっかけが多いことも事実。

• 人権への負の影響を予防・軽減することに加え
て、人権尊重による企業と社会へのプラスの影
響もあるはず。

• この両側面への理解と取り組みの後押しには、
機関投資家の役割があるのではないか。

• そのためには、機関投資家自身が「ビジネスと
人権」のWhat、Why、Howを理解し、行動に移
すきっかけとなるガイドが必要。

ILO駐日事務所主導

ILO駐日事務所が行う「移行のための技能開発と責任あ
る企業行動」活動の一環としてガイドを作成

「ビジネスと人権」に関する動向を踏まえ、国内外で活
動する日本の機関投資家が活用できる資料となることを
第一の目的としている。

「ビジネスと人権に関する機関投資家向け
啓発資料開発ワーキンググループ」

日本のPRI署名機関の中で意図に賛同した13名の方が
「ビジネスと人権に関する機関投資家向け啓発資料開発
ワーキンググループ」として参画。

「ビジネスと人権」を考える上での阻害要因となる先入
観をなくすために必要な概念整理、実際に行動に移すた
めに必要な情報などに関して議論を重ねて作成。
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